
 

トのような形態の場合，非常に処理能力の高いサー

バや巨大なデータ格納領域が必要になる．ただし，

情報セキュリティ面においてはアプリケーションや

データは完全にサーバ側にあるため，アップデート

やウィルス対策といった処理を集中管理することが

可能で，最も安全な形態ともいえる． 

どちらについても今後のクラウドの動向を見極め

つつ，特にセキュリティレベルについては，導入し

た企業の事例を調査するなど慎重に検討する必要が

ある． 

 

６．まとめ 
国土地理院は，昭和 38年に電子計算機を導入して

から，平成 22年度で９回目の更新を行うが，システ

ム形態の変化に合わせ L7 スイッチ，DMZ，Web メー

ラ，大容量ファイル転送サービスの導入など，イン

ターネットとともに変化していく情報セキュリティ

脅威に合わせ，様々な情報セキュリティ対策を行っ

てきている． 

 

今後も無線 LAN，仮想化技術，クラウドなどの新

しい情報システム形態について常に把握し，導入し

た場合は，それらに応じた適切な情報セキュリティ

対策を講じたい． 

また，情報セキュリティ対策と，コンピュータの

利便性の追求は，多くはトレードオフの関係になる．

情報セキュリティを強化すれば，逆にコンピュータ

が使いにくくなったりする．これらについては，職

員の利用状況などを常に把握し，バランス良く実施

していきたい． 
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要 旨 
日本列島及びその周辺では，プレート運動に伴う

地殻変動により，基準点の相対的な位置関係に歪み

が生じ，やがて測量成果と観測結果の間に不整合を

生むこととなる．このため，国土地理院では，基準

点体系分科会（Ⅲ）報告書（国土地理院，2003）に

基づき基準点測量に及ぼす地殻変動の影響を取り除

く「セミ・ダイナミック補正」について検討を行っ

てきた.セミ・ダイナミック補正は，「地理空間情報

活用推進基本計画」（平成 20年４月閣議決定）及び

「基本測量に関する長期計画」（平成 21年６月国土

交通省告示）に位置付けられ，平成 22年１月から基

本測量及び公共測量の一部に導入したところである． 

本稿では，セミ・ダイナミック補正の導入に向け

た検討内容及び平成 21 年度に国土調査に伴う基準

点測量等において実施したセミ・ダイナミック補正

の検証作業の結果を報告する． 

 

１．はじめに 

プレート境界に位置する我が国においては，プレ

ート運動に伴う地殻変動により，各種測量の基準と

なる基準点の相対的な位置関係が徐々に変化し，歪

みが蓄積していく（図－１）．基準点の測量成果は，

測地成果 2000の「元期」である 1997年１月１日に

おける位置情報としているが，地殻変動の進行とと

もに測量成果の示す座標値と実際の位置にずれが生

じることとなる．しかし，日本列島の平均的な歪み

速度は 0.2ppm/year程度であり（国土地理院，2003），
近傍の三角点等を既知点とした局所的な測量が行わ

れていれば，歪みの影響は小さいため，実用上の問

題はなかった． 

ところが，GPS 測量機を利用した測量方式の導入

に伴い，遠方にある電子基準点を既知点とした測量

が可能となった．歪みの影響は基準点間の距離及び

「元期」からの経過時間に比例するため，累積する

地殻変動の影響を考慮しないと，測量成果と観測結

果との間に無視できない不整合を生むこととなる． 

既設基準点の測量成果を地殻変動に連動して常に

改定するダイナミックな測地系を構築すれば，測量

成果と観測結果との整合性を保つことは技術的には

可能である．しかし，測量成果そのものが時間とと

もに変動するため，位置情報の基準としての安定性

が失われ，社会的な混乱を招くおそれがあるばかり

でなく，測量成果を頻繁に改定するために多大な費

用と労力が必要と予測される． 

こうした問題に対応するため，国土地理院は，測

地成果 2000の「元期」から生じた地殻変動による歪

みの影響を測量の計算過程で補正する「セミ・ダイ

ナミック補正」について検討を行い，平成 22年１月

から基本測量及び公共測量の一部に導入した． 

 

 

図－１ 電子基準点等で検出された 1997年から 2009年 

までの地殻変動 

 
２．セミ・ダイナミック補正とは？ 

２．１ セミ・ダイナミック補正の導入の背景 

電子基準点が測量に利用される以前は，図－２

（左）のように測量地域の近傍にある三角点を既知

点とした測量が実施されてきた．例えば，元期から

10年を経過して実施した１級基準点測量で，三角点

を既知点とする場合，標準的な既知点間距離を４km，

速度は 0.2ppm/year程度であり（国土地理院，2003），

を既知点とする場合，標準的な既知点間距離を４km，
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平均的な歪み速度を 0.2ppm/year とすれば，歪みの

影響(mm)は，（歪み速度(ppm/year)）×（元期から

の経過時間(year)）×（既知点間距離(km)）より８

mm 程度であり，測量の誤差と見なしたとしても大

きな問題にはならなかった． 

しかし，図－２（右）のように電子基準点が既知

点として利用されるようになると，既知点間の距離

の制限が適用されないため既知点間の距離が長くな

り，地殻変動による歪みの影響が既知点の間で大き

くなる．電子基準点のみを既知点とした１級基準点

測量の場合，電子基準点間の距離を 25kmとすると，

50mm程度の歪みの影響が見込まれることになる． 

新点Ｃを三角点Ａ，Ｂの間に設置する場合（図－

２（左））と電子基準点Ａ，Ｂの間に設置する場合（図

－２（右））では，電子基準点を既知点とした場合の

方が，測量した結果に歪みの影響が大きく加わり，

平均計算で誤差楕円が大きくなるという問題が生じ

る． 

また，基準点測量の点検計算で行われる電子基準

点間の閉合差にあてはめると，辺数（N）が２辺の

場合における許容範囲は 60mm + 20mm×√N= 88mm

となる．図－２（右）の場合，歪みの影響は 50mm

であり，元期から 10年程度経過した現在では許容範

囲に収まっているものの，歪みの影響は年々増すた

め，やがて，良好な観測を行っても制限を満たすこ

とができなくなってしまう． 

こうした問題に対応するため，測地成果 2000の元

期から観測を行った時点（以下，「今期」という．）

までの間に生じた地殻変動の量（以下，「地殻変動量」

という．）を，座標値等に補正することによって，元

期において得られたであろう測量成果を求めるセ

ミ・ダイナミック補正を導入することとした． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－２ 地殻変動による歪みの影響 

 

２．２ セミ・ダイナミック補正の方法 

具体的な例として，電子基準点のみを既知点とし

て新点を設置する場合は，次のようにセミ・ダイナ

ミック補正を適用し，この方法を標準的な補正方法

とする（図－３）． 

１）既知点の測量成果（元期における位置情報）を

用意する． 

２）既知点の測量成果の座標値を参照して地殻変動

補正パラメータより元期から今期までに生じた

地殻変動量を求め，既知点の測量成果にその量

を加えて今期の座標値へ補正する． 

３）既知点の座標値を今期の座標値に固定して網平

均計算を行う． 

４）網平均計算の結果から，元期から今期までに生

じた地殻変動量を差し引き，元期における座標

値を新点の測量成果とする． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－３ セミ・ダイナミック補正の方法 

（座標値に補正する場合） 

 

なお，標準的な補正方法以外にも基線ベクトルに

補正する方法があり，次のように適用する． 

１）既知点の測量成果（元期における位置情報）を

固定し，基線解析を行う． 

２）得られた各基線ベクトルに，その始点における

地殻変動量を加え，終点における地殻変動量を

差し引いて得られるベクトルを求める． 

３）既知点の測量成果（元期における位置情報）を

固定し，２）で得られたベクトルを用いて網平

均計算を行う． 

４）網平均計算の結果を新点の測量成果とする． 

 

これら２つの補正方法のうち，座標値に補正する

方法を標準的な補正方法としたのは，次の理由によ

る． 

１）公共測量を含めた基準点測量にセミ・ダイナミ

ック補正を無理なく導入することを考慮し，複

雑な方法は避け，より単純な方法を採用する． 

２）世界測地系移行のための座標変換（TKY2JGD） 

（飛田，2002），地震時地殻変動に伴う座標値

「今期」

「元期」

（AＣ2007+ＣB2007） – (AB1997) ≒ ０

三角点を使用した測量
（狭い範囲）

A2007 B2007

A1997 B1997

地殻変動（ ）

C2007

AとBは、ほぼ平行移動

電子基準点を使用した測量
（広い範囲）

A2007 B2007

A1997 B1997

Ｃ2007

AとBは、平行移動ではない！

（AＣ2007+ＣB2007） – (AB1997) ≠ ０

約4km
約25km

例）例） 2020XXXX年に既設の電子基準点を使用して新点を設置する場合年に既設の電子基準点を使用して新点を設置する場合

補正パラメータから新点の地殻変動（新点の地殻変動（ ））を推定し、

『『元期元期』』における座標値（測量成果）における座標値（測量成果）を決定。を決定。

求めた『今期今期』の座標値を用い、
『今期今期』上で網平均計算網平均計算を実施し、
新点最確値を決定。

補正パラメータから電子基準点の電子基準点の
地殻変動（地殻変動（ ））を推定し、『今期今期』

の座標値を計算。

20XX年の観測は『今期今期』上で実施。
測量成果は『元期元期』（1997年）基準の
測地成果2000。

元期元期

今期今期

新点新点

今期今期

元期元期

今期今期

元期元期

今期今期

平均的な歪み速度を 0.2ppm/year とすれば，歪みの

影響 (mm) は，（歪み速度 (ppm/year)）×（元期から

の経過時間 (year)）×（既知点間距離 (km)）より８

mm程度であり，測量の誤差と見なしたとしても大

きな問題にはならなかった．
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図－３ セミ・ダイナミック補正の方法 

（座標値に補正する場合） 
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の補正（PatchJGD）（飛田，2009）等により実

績のある座標補正パラメータ方式のため，補正

の考え方がすでに一般に浸透している． 

３）点検及び検査する項目が少ないため，補正導入

に伴うコストアップが避けられる． 

４）座標値に補正する場合，観測点の座標値を今期

もしくは元期に補正する「セミ・ダイナミック

補正支援ソフトウェア」を提供することで，既

存の三次元網平均ソフトウェア等がそのまま

利用できる． 

 

２．３ セミ・ダイナミック補正の対象とする測量 

２．１節にまとめたように，観測値に含まれる地

殻変動の影響は，既知点間の距離及び元期からの経

過時間に比例して大きくなる．このため，元期から

の経過時間が同じであれば，既知点間距離の長い場

合はセミ・ダイナミック補正の効果が期待される一

方，距離が短い場合は補正を適用してもその効果が

期待できない．この現状では，費用対効果を考慮す

れば，すべての測量に一律にセミ・ダイナミック補

正を適用することは適切でないと判断される． 

したがって，セミ・ダイナミック補正の対象とす

る測量は，基本的に「電子基準点（付属標を除く．）
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補正パラメータのグリッド間隔は，田中（2008）

が検討した結果に基づき約５km（緯度方向２分 30

秒間隔，経度方向３分 45秒間隔）とした．この数値
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図－４ 補正パラメータの提供範囲 

 

３．３ 2009年度版補正パラメータの作成方法 

３．３．１ 電子基準点の今期の座標値とパラメー

タの内部評価 

田中ほか（2006）では，電子基準点における地殻

変動量は，毎年１月１日から２週間の日々の座標値

を平均した値から測量成果とアンテナ交換等に伴う

人工的なオフセットを差し引いて求めることとして

いた．しかし，日々の座標値は，電子基準点のメン

テナンス等人為的要因に起因する地殻変動ではない
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座標値の跳び（オフセット）を含んでいる（岩下ほ

か，2009）．さらに日々の座標値は，積雪や樹木等に

よる電波障害，凍上現象やその他季節変動等の周期

的な変動も含んでいるため，そのまま地殻変動量の

算出に使うことは必ずしも適切ではない． 

そこで，正味の地殻変動量を得るため，2009年度

版補正パラメータでは 2008年１月１日から 2008年

12月 31日までの F３解を用い，この期間の人為的オ

フセット量を補正した上で，それぞれの電子基準点

の F３解の時系列を再現する周期的変動を考慮した

近似式を求め，求めた式を 2009年１月１日に外挿す

ることにより各電子基準点の今期の座標値を推定し

た（檜山ほか，2009）．なお，平成 20年（2008年）

岩手・宮城内陸地震に伴い測量成果が改定された電

子基準点及び新設された電子基準点については測量

成果計算日以降の F３解を用いた． 

このように推定した電子基準点の今期の座標値か

ら元期の座標値（測量成果）を差し引いて求めた地

殻変動量からパラメータを構築し，内部評価を行っ

た．この内部評価の較差が大きい電子基準点は，補

正パラメータの作成から除外した． 

 

３．３．２ 高度地域基準点測量のデータの利用 

補正パラメータ作成手法の高度化を図るため，檜

山・森下（2009）は，高度地域基準点測量のデータ

の利用方法について検討した．高度地域基準点にお

ける地殻変動量は，繰り返し測量から世界測地系

（ITRF94系）における変動速度を求め，元期から電

子基準点の今期の座標値を求めた時点までの時間を

乗算して求めることとされている（国土地理院，

2009）．しかし，当時の測量データの中には，繰り返

し測量が行われた高度地域基準点はなかった．この

ため，電子基準点の日々の座標値を既知点にして平

均計算された今期の高度地域基準点の座標値から元

期の座標値（測量成果）を差し引いたものを，元期

から観測日までの時間で割ることでそれぞれの基準

点の変動速度を求め，元期から今期までの時間をそ

の変動速度に乗算するという方法でそれぞれの基準

点の地殻変動量を計算した． 

高度地域基準点は，測地成果 2000構築以降に測量

成果が改定されておらず，かつ測地成果 2000構築時

に電子基準点に取り付けられた点のみを抽出した．

これらの点は，観測時期が元期に近いため，精度良

く測量成果が求められていると考えられる．しかし，

それ以前に実施された一次基準点測量や二次基準点

測量の成果には，元期と観測時期との時間差による

歪みの影響が含まれている可能性があるため，補正

パラメータの作成から除外することとした． 

また，測地成果 2000構築時に三角点の標高成果は

改定されず，標高成果は三等三角測量以降の約 100

年間の地殻変動が蓄積した状態となっているため，

上下成分の地殻変動量は除外した． 

そして，抽出した高度地域基準点の地殻変動量と

３．３．１で作成したパラメータから求めた地殻変

動量とを比較して，許容範囲である 30mm以内に収ま

ったものを補正パラメータの作成に利用することと

した． 

 上記の手法により，電子基準点 1218点及び高度地

域基準点 28 点の座標値を用いて，2009 年度版補正

パラメータを作成した．その内部評価結果（RMS）は

南北方向 3.3mm，東西方向 2.7mm，上下方向 3.9mm

であった． 

 

４．セミ・ダイナミック補正支援ソフトウェアの作

成 

セミ・ダイナミック補正を行うには，補正パラメ

ータを用いて既知点の測量成果を今期の座標値へ，

新点の今期の座標値を元期の座標値へ補正する必要

がある．この元期と今期との間の補正を簡便に行い，

セミ・ダイナミック補正の円滑な導入を図るため，

補正支援ソフトウェアとして「SemiDynaEXE（読み：

せみだいなえぐぜ）」を開発した．SemiDynaEXEのメ

イン画面を図－５に示す． 

SemiDynaEXE は，測量が行われた年度における補

正パラメータファイルを選択し，補正したい点の座

標値を入力することで，自動的に補正パラメータを

読み込んでバイリニア補間を行い，補正後の座標値

を出力するものであり，基本的な機能は，TKY2JGD

（飛田，2002）や PatchJGD（飛田，2009）と同様で

ある．網平均計算の前後に SemiDynaEXEを利用して

座標補正を行うことで，既存の網平均ソフトウェア

をそのまま利用して，セミ・ダイナミック補正を行

うことが可能である．SemiDynaEXE は，国土地理院

ウェブサイトから無償でダウンロードすることがで

きる． 

 

 

図－５ SemiDynaEXE のメイン画面 
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図－５ SemiDynaEXE のメイン画面 

５．平成 21年度セミ・ダイナミック補正確認作業 

セミ・ダイナミック補正の本格的な導入を前に，

補正の効果の確認と補正支援ソフトウェア及び補正

パラメータの不具合の有無を確認するため，平成 21

年度に実施した全国の国土調査に伴う基準点測量等

を対象にセミ・ダイナミック補正確認作業を行った

（湯通堂・山尾，2010）．基準点測量の点検項目であ

る電子基準点間の閉合差が補正を適用しない場合

（以下，「従来法」という．）と適用した場合（以下，

「SDC」という．）で，どの程度改善するかを確認し

た．次に，基準点測量の精度管理に用いられている

新点位置の標準偏差を確認した．さらに，補正の有

無により座標最確値がどの程度変化するかを確認し

た． 

 

５．１ 電子基準点間の閉合差 

セミ・ダイナミック補正の有無による電子基準点

間の閉合差を比較した結果を図－６及び図－７に示

す．なお，水平方向の閉合差は水平距離に換算した． 
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図－６ SDC による閉合差と従来法による閉合差 

（水平方向） 

 

電子基準点間の閉合差（上下）
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図－７ SDC による閉合差と従来法による閉合差 

（上下方向） 

 

図－６及び図－７は，従来法による閉合差を◆，

SDC による閉合差を■として，従来法による閉合差

が小さい順に左から並べてプロットしたものである．

水平方向（図－６），上下方向（図－７）ともに，従

来法による閉合差と比較すると SDCによる閉合差の

方が小さい傾向であることが分かる．SDC による閉

合差が許容範囲を超えるような異常な結果は得られ

ていない． 

電子基準点間の閉合差と地殻変動量の差の関係を

図－８に示す． 

図－８は，縦軸に電子基準点間の閉合差の水平成

分，横軸に閉合差を点検する路線の両端にある電子

基準点の地殻変動量の差の水平成分をプロットした

ものである． 

また，青色の直線は，従来法による電子基準点間

の閉合差◆を回帰分析した結果である．電子基準点

の地殻変動量の差が大きいほど，閉合差が大きいこ

とが分かる．一方，赤色の直線は，SDC による電子

基準点間の閉合差■を回帰分析した結果である．SDC

による電子基準点間の閉合差は全体的に小さく，ほ

とんど地殻変動量の差によらないことが分かる． 
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図－８ 電子基準点間の閉合差と地殻変動量差 

 

以上の結果から，セミ・ダイナミック補正を行う

ことにより，電子基準点の測量成果に対して地殻変

動の影響を適切に補正できていることが分かる． 

 

５．２ 新点位置の標準偏差 

 SDC による新点位置の標準偏差と従来法による新

点位置の標準偏差を比較した結果を図－９及び図－

10に示す． 

図－９及び図－10は，縦軸に SDCによる標準偏差

を，横軸に従来法による標準偏差をプロットしたも

のである． 

赤色の直線は，（縦軸：SDCによる標準偏差）＝（横

軸：従来法による標準偏差）という条件を満たす点

の集合である．赤色の直線の下側にプロットされる

場合は，補正により標準偏差が小さくなったことを

意味する．従来法による標準偏差が大きい場合は，

SDC による標準偏差が小さく，補正により概ね改善

されるという傾向が見られる．従来法による標準偏

差がもともと小さい場合には，補正後の標準偏差の
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方が大きくなることもあるが，全体的には改善され

る傾向が見られるため，大きな問題はないと考えら

れる． 

この結果から，セミ・ダイナミック補正を適用す

ることにより，平均計算の精度が改善するというこ

とが分かる． 
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図－９ SDC による水平位置の標準偏差と従来法による
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図－10 SDC による標高の標準偏差と従来法による標高

の標準偏差の比較 

 

５．３ 座標値の比較 

従来法による座標最確値と，SDC による座標最確

値にどの程度差があるかを確認した．結果を図－11

に示す． 

図－11は，SDCによる座標最確値と従来法による

座標最確値の差を斜距離に換算し，ヒストグラムで

表したものである．全体の約８割が，位置の差（斜

距離）にして 1.5cm以内に収まっていることが分か

る．現時点では元期からの経過時間が 12年と比較的

短く地殻変動による歪みの影響が小さいため，座標

最確値にはほとんど差がないと推察される． 
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図－11 補正の有無による新点位置の差(斜距離)の度数

分布と累積度数 

 

６．まとめ 

国土地理院では，基準点体系分科会（Ⅲ）報告書

（国土地理院，2003）に基づき，基準点測量の結果

から地殻変動の影響を取り除く「セミ・ダイナミッ

ク補正」の導入に向けた検討を行ってきた．主な内

容は次のようにまとめられる． 

・標準的な補正方法は，座標値に補正を行う方法

とする． 

・補正の対象とする測量は，電子基準点（付属標

を除く．）のみを既知点とした基準点測量とする． 

・補正の対象とする地殻変動は，電子基準点及び

高度地域基準点測量等により検出可能な地殻変

動とする．ただし，地震や火山活動に伴うもの

は，改測や改算によって対応する． 

・補正パラメータは，電子基準点の日々の座標値

（F３解）及び高度地域基準点測量のデータを使

用して求める． 

・補正パラメータは，原則として毎年４月１日に

更新し，同じ年度の測量作業では，同じ補正パ

ラメータファイルを適用する． 

また，平成 21年度国土調査に伴う基準点測量等に

おいて実施したセミ・ダイナミック補正確認作業の

結果から，補正を行うことにより，地殻変動に起因

する歪みの影響が適切に補正されていることが確認

できた． 

以上を踏まえ，国土地理院では，平成 22年１月か

ら基本測量及び公共測量の一部にセミ・ダイナミッ

ク補正を導入した．これにより地殻変動の歪みの影

響が補正され，高精度な位置情報基盤の構築が期待

される． 
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